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用 語 の 意 味 

 本計画書で使用している主な用語の意味は、次のとおりです。 

【交 通 事 故】道路交通法第２条第１項第１号に規定されている道路上において車両の交通によって

起こされた人の死亡又は負傷を伴った事故をいいます。 

【死     者】交通事故発生後、２４時間以内に死亡した人をいいます。 

【傷   者】交通事故の発生により負傷した人をいいます。 

【第一当事者】過失（違反）がより重い、又は過失が同程度の場合は、被害がより小さい方の当事者

をいいます。
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第１章 交通安全計画の概要 

１ 計画作成の背景と目的 

第１２次音更町交通安全計画（以下「本計画」という。）は、交通安全対策基本法（昭和

４５年法律第１１０号。以下「法」という。）に基づき、人命尊重の理念の下、交通事故のない社会

を目指して、交通安全対策を積極的に推進し、安全で安心なまちづくりを進めることを目的とします。 

 

２ 計画の基本理念 

（１）交通事故のない社会を目指して 

本町においては、今後、人口減少や少子高齢化の更なる進展の中で、誰もが安心して暮らせる住

みよい社会を形成するためには、その前提として大規模な災害や交通事故、犯罪などに対する不安

のない、安全・安心な生活を確保していくことが極めて重要です。 

本町の道路網は、北海道横断自動車道、帯広北バイパス、国道２４１号及び道道１２路線

並びにこれらに接続する町道で形成され、道路網の着実な整備に伴い、特に木野市街地は、年間を

通して通行車両が多く、交通事故の発生が危惧されています。 

また、交通事故による被害者数は、災害や犯罪などの危険によるものと比べて圧倒的に多く、安

全で安心な社会の実現を図っていくためには、交通安全の確保が重要な要素です。 

交通事故のない社会の実現は、一朝一夕に実現できるものではありませんが、悲惨な交通事故の

根絶に向け、より一層町民が交通安全に関する各種活動に積極的に参加し、協働していくことが必

要です。 

 

（２）人優先の交通安全思想 

社会生活においては、弱い立場の人への思いやりがなければなりません。全ての交通機関で、高齢

者、障がい者、こどもなどの交通弱者の安全を一層確保する必要があります。これからも、このような

「人優先」の交通安全思想を基本とした施策を推進していかなければなりません。 

 

（３）少子高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築 

高齢歩行者や自転車利用者の交通事故とともに、高齢運転者による事故は、喫緊の課題です。

一方で、事業用自動車においては、少子高齢化の進展に伴う人手不足のため、運転者の担い手が
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減少し、移動手段が減少していく地域で、高齢者が自動車に頼らずに自立的に日常生活を営むこと

ができるようにすることが必要であり、高齢化社会の進展に伴い生じ得る様々な交通安全の課題に

向き合い、解決していくことが不可欠です。 

少子高齢化の進展に伴い生じ得る、様々な交通安全の課題に向き合い、解決していくことが不可

欠となっており、こどもから高齢者に至るまで安全に移動することができ、安心して移動を楽しみ、豊か

な人生を送ることができる社会、さらに、年齢や障がいの有無などに関わりなく、安全に安心して暮ら

せる「共生社会」を、交通関係者の連携によって構築しなければなりません。 

 

３ 計画の推進 

本計画は、交通安全の確保について、計画期間内に達成すべき目標を設定するとともに、その実現

を図るために講ずるべき施策を明らかにしています。 

具体的には、交通社会を構成する「人」、車両などの「交通手段」及びこれらが活動する場としての

「交通環境」という三つの要素について、相互の関連を考慮しながら適切かつ実施可能な施策を作成し、

町民の理解と協力の下、これを推進します。 

交通安全に関する施策は多方面にわたっていますが、相互に密接な関連があることから、総合的かつ

効果的に実施することが重要であり、交通事情の変化や交通事故などの状況に弾力的に対応します。 

 

４ 計画の位置付け 

本計画は、法第２５条第１項の規定に基づき北海道が作成した第１２次北海道交通安全計画

に準拠し、法第２６条第１項の規定に基づき町が作成したものであり、第６期音更町総合計画基本

計画第２章「都市と自然が共生する持続可能な住みたいまち」の分野７「交通安全、防犯」の個別計

画です。 

 

５ 計画の期間 

本計画の期間は、令和８（２０２６）年度から令和１２（２０３０）年度までの５年間としま

す。 
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第２章 道路交通事故の現状と今後の見通し 

１ 道路交通事故の現状 

本町の道路交通環境は、広大な面積を有する中で、人口が集中している市街地をはじめ、基幹産

業である農業を担う農村地域に至るまで、道路の新設や改良などの整備を着実に進めてきたことにより、

年々改善されています。 

また、本町における交通事故数は、第１次交通戦争と言われていた昭和４８年に発生件数

１３１件・死傷者数１９７人を記録しましたが、その後減少傾向が続いて、昭和６０年には発生件

数６３件・死傷者数８６人となりました。しかし、その後また増加傾向に転じて、平成１２年には発生

件数１７１件・死傷者数２５２人と過去最悪となりました。 

近年の発生件数及び死傷者数は減少傾向で推移し、令和７年では発生件数４４件・死傷者数

５２人となり、発生件数、死傷者数ともにこれまでの最少を記録しました。 

 

第１１次計画期間（令和３年度～令和７年度）の本町における交通事故の特徴については、

次の４点が挙げられます。 

（１）交差点及びその付近での発生が多い。 

（２）車両相互事故の割合が高く、特に追突と出会い頭の衝突が多い。 

（３）一時不停止、前方不注意、前左右確認不徹底による事故が多い。 

（４）６５歳以上の高齢運転者による交通事故件数の割合が年々増加している。 
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【交通事故発生の推移】 

   （資料：北海道十勝総合振興局） 

 

 

 年 S46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57

 発生件数(件) 101 121 131 78 92 87 106 75 88 78 68 90

 死者数(人) 4 4 6 3 5 1 8 2 5 8 7 7

 傷者数(人) 148 172 191 108 130 141 154 106 124 133 95 122

 年 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6

 発生件数(件) 69 67 63 88 81 85 101 86 109 105 130 109

 死者数(人) 0 6 8 3 4 7 8 5 6 4 2 8

 傷者数(人) 117 103 78 88 81 85 130 111 142 153 174 164

 年 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

 発生件数(件) 119 122 123 135 123 171 148 145 136 168 158 142

 死者数(人) 7 1 2 6 3 7 5 3 1 5 3 0

 傷者数(人) 162 168 180 171 158 245 196 192 180 218 185 180

 年 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

 発生件数(件) 156 116 136 100 94 102 100 73 79 75 94 66

 死者数(人) 6 3 1 5 3 1 0 1 0 2 0 1

 傷者数(人) 200 150 177 123 100 115 116 86 64 87 110 75

 年 R1 2 3 4 5 6 7

 発生件数(件) 57 54 53 50 71 62 44

 死者数(人) 1 0 2 1 0 0 1

 傷者数(人) 71 59 63 59 79 70 51
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【第 1 次計画から第 10 次計画における交通事故発生件数等の推移】 

     （資料：北海道十勝総合振興局） 

 

【人口、運転免許保有者数、車両保有台数の推移】 

（単位 人口・運転免許保有者数：人、車両保有台数：台） 

（人口：住民基本台帳、運転免許保有者数：交通事故統計、車両保有台数：北海道自動車統計） 

 

 

 第 1 次 第 2 次 第 3 次 第 4 次 第 5 次 第 6 次 第 7 次 第 8 次 第 9 次 第 10 次 第 11 次

 S46～S50 S51～S55 S56～S60 S61～H2 H3～H7 H8～H12 H13～H17 H18～H22 H23～H27 H28～R2 R3～R7

 発生件数 523 434 357 441 572 674 755 650 448 346 280

 死者数 22 24 28 27 27 19 17 15 5 4 4

 傷者数 749 658 515 495 795 922 971 830 501 402 322

 平均（発生件数） 105 87 71 88 114 135 151 130 90 69 56

 平均（死者数） 4 5 6 5 5 4 3 3 1 1 1

 平均（傷者数） 150 132 103 99 159 184 194 166 100 80 64

 年 H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

 人 口 43,129 43,787 44,402 45,005 45,395 45,600 45,564 45,466 45,408 45,378

 運転免許保有者数 28,043 28,694 29,184 29,631 29,936 30,136 30,416 30,598 30,790 30,927

 車両保有台数 33,743 34,130 34,346 34,545 34,960 35,484 35,426 36,510 37,129 37,532

 年 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

 人 口 45,211 45,136 44,855 44,379 44,136 43,831 43,212 43,105 42,731 42,493

 運転免許保有者数 30,984 30,990 30,854 30,662 30,563 30,380 30,396 30,480 30,448

 車両保有台数 37,937 38,316 38,624 38,793 38,378 38,342 39,128 38,450 38,568 38,850
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【交通事故の発生状況】 

 

① 月別発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

（資料：北海道十勝総合振興局） 

※8 月、9 月の行楽期及び冬の始まりの 11 月で 10 パーセントを超えている 

 

② 時間別発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

（資料：北海道十勝総合振興局） 

※8 時から 18 時までで 10 パーセントを超えており、特に薄暮となる 16 時から 18 時までに 20 パーセントの事故が発生して

いる。 

 

③ 第一当事者年齢別発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

 （資料：北海道十勝総合振興局）  

※20 代、50 代、70 代で事故発生件数、死傷者数ともに多くなっている。 

 

 区分 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 合計

 発生数
件数 31 15 22 16 24 17 19 31 29 17 29 30 280

 割合 11.0% 5.4% 7.9% 5.7% 8.6% 6.1% 6.8% 11.0% 10.4% 6.1% 10.4% 10.6% 100%

 死者数
件数 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 4

 割合 50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 50% 0% 0% 0% 0% 100%

 傷者数
件数 31 16 28 20 27 19 19 39 38 20 33 32 322

 割合 9.6% 5.0% 8.7% 6.2% 8.4% 5.9% 5.9% 12.1% 11.8% 6.2% 10.3% 9.9% 100%

 区分 0～2 2～4 4～6 6～8 8～10 10～12 12～14 14～16 16～18 18～20 20～22 22～24 合計

 発生数
件数 0 1 6 23 40 44 34 36 57 26 10 3 280

 割合 0% 0.4% 2.1% 8.2% 14.3% 15.7% 12.1% 12.9% 20.3% 9.3% 3.6% 1.1% 100%

 死者数
件数 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 1 0 4

 割合 0% 0% 0% 0% 0% 25% 0% 0% 25% 25% 25% 0% 100%

 傷者数
件数 0 1 6 24 46 50 48 40 64 25 12 6 322

 割合 0% 0.3% 1.9% 7.5% 14.3% 15.5% 14.9% 12.4% 19.8% 7.8% 3.7% 1.9% 100%

 区分
ドライバーの年代

その他 合計
 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80～

 発生数
件数 12 52 31 39 45 39 40 18 4 280

 割合 4.3% 18.6% 11.1% 13.9% 16.1% 13.9% 14.3% 6.4% 1.4% 100%

 死者数
件数 0 1 2 0 0 0 1 0 0 4

 割合 0 25% 50% 0% 0% 0% 25% 0% 0% 100%

 傷者数
件数 16 62 34 41 53 42 45 25 4 322

 割合 5.0% 19.2% 10.6% 12.7% 16.5% 13.0% 14.0% 7.8% 1.2% 100%
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④ 道路形状別発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

                                （資料：北海道十勝総合振興局） 

※交差点及び付近で半数以上の事故が発生しており、そのうちの半数以上は信号機が設置された箇所となっている。 

 

⑤ 類型別発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

                          （資料：北海道十勝総合振興局） 

 

車対車の内訳 

（資料：北海道十勝総合振興局） 

※車対車の事故が最も多く、その内でも出会い頭と追突で 60 パーセントを超えている。 

 

 

 区分
交差点及び付近

その他 計
 信号有 一停有 施設無 計

 発生数
件数 74 54 36 164 116 280

 割合 26.4% 19.3% 12.9% 58.6% 41.4% 100%

 死者数
件数 0 0 2 2 2 4

 割合 0% 0% 50% 50% 50% 100%

 傷者数
件数 81 61 36 178 144 322

 割合 25.2% 18.9% 11.2% 55.3% 44.7% 100%

 区分 人対車 自転車対車 車対車 車単独 総数

 発生数
件数 26 19 229 6 280

 割合 9.3% 6.8% 81.8% 2.1% 100%

 死者数
件数 1 0 3 0 4

 割合 25% 0% 75% 0% 100%

 傷者数
件数 25 19 268 10 322

 割合 7.8% 5.9% 83.2% 3.1% 100%

 区分 正面衝突 追 突 出会い頭 追越追抜時 すれ違い時 左折時 右折時 その他 合計

 発生数
件数 14 91 87 2 2 0 18 15 229

 割合 5.0% 32.5% 31.1% 0.7% 0.7% 0% 6.4% 5.4% 81.8%

 死者数
件数 1 0 2 0 0 0 0 0 3

 割合 25% 0% 50% 0% 0% 0% 0% 0% 75%

 傷者数
件数 20 110 95 3 3 0 21 16 268

 割合 6.2% 34.2% 29.5% 0.9% 0.9% 0% 6.5% 5.0% 83.2%
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⑥ 第一当事者の法令違反別発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

（資料：北海道十勝総合振興局） 

 

 安全運転義務違反の内訳 

  （資料：北海道十勝総合振興局） 

※一時不停止、前方不注意、前左右確認不徹底の割合が高く、半数を超えている。 

 

⑦ 高齢運転者の事故発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

                  （資料：北海道十勝総合振興局） 

※高齢運転者の事故割合が増加しており、ここ 2 年は事故発生件数の 3 分の 1 以上が高齢者の事故となっている。 

 区分 酒酔い 
酒気帯び 通行区分 歩行者妨害 最高速度 信号無視 一時不停止 安全運転

義務違反 その他 総数

 発生数
件数 0 2 9 0 17 44 173 35 280

 割合 0% 0.7% 3.2% 0% 6.1% 15.7% 61.8% 12.5% 100%

 死者数
件数 0 0 0 0 0 0 3 1 4

 割合 0% 0% 0% 0% 0% 0% 75% 25% 100%

 傷者数
件数 0 3 9 0 17 49 204 40 322

 割合 0% 0.9% 2.8% 0% 5.3% 15.2% 63.4% 12.4% 100%

 区分 前方 
不注意

動静 
不注視

前左右 
不確認

ハンドル 
操作

ブレーキ 
操作 安全速度 後方 

不確認 その他 総数

 発生数
件数 65 34 37 6 13 2 10 6 173

 割合 23.3% 12.1% 13.3% 2.1% 4.6% 0.7% 3.6% 2.1% 61.8%

 死者数
件数 2 0 0 0 0 1 0 0 3

 割合 50% 0% 0% 0% 0% 25% 0% 0% 75%

 傷者数
件数 84 37 39 7 16 4 10 7 204

 割合 26.1% 11.5% 12.1% 2.2% 5.0% 1.2% 3.1% 2.2% 63.4%

 発生件数 死者数 傷者数

 総数
内 65 歳以上

総数
内 65 歳以上

総数
内 65 歳以上

 件数 率 件数 率 件数 率

 R3 51 12 23.5% 2 1 50% 61 16 26.2%

 R4 50 10 20.0% 1 0 0% 59 12 20.3%

 R5 69 18 26.1% 0 0 0% 77 19 24.7%

 R6 62 21 33.9% 0 0 0% 70 24 34.3%

 R7 44 16 36.4% 1 0 0% 51 19 37.3%
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⑧ 道路別事故発生状況（令和３年～令和７年の合計） 

                        （資料：北海道十勝総合振興局） 

※事故の 95 パーセントは一般道（国道・道道・町道）で発生している。 

 

２ 道路交通を取り巻く状況の展望 

本町の道路交通を取り巻く今後の状況を展望すると、運転免許保有者数、車両保有台数ともおお

むね横ばいで推移すると推測されます。その中でも高齢者の運転免許保有者の増加が予想され、道路

交通にも大きな影響を与えるものと考えられます。 

 

 

３ 道路交通事故の見通し 

本町には鉄道がなく、公共交通機関が少ないことから、生活や物流の基盤を自動車に大きく依存し

ています。さらに、大型店の集まりや音更町テイセン工業団地の造成、高速道路の延伸などにより、町

内を走る車は増え、大型車も多くなることが見込まれます。 

また、帯広開発建設部が実施している「国道 241 号交通事故対策事業」では、木野地区の交差点

において交通事故対策が継続的に進められており効果が期待される一方で、ライフスタイルの多様化や

 区分 国道 道道 町道 高速道 その他 総数

 発生数
件数 87 76 104 2 11 280

 割合 31.1% 27.1% 37.2% 0.7% 3.9% 100%

 死者数
件数 1 2 1 0 0 4

 割合 25% 50% 25% 0% 0% 100%

 傷者数
件数 107 87 112 3 13 322

 割合 33.3% 27.0% 34.8% 0.9% 4.0% 100%
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高齢ドライバーの増加など、交通安全をめぐる環境は今後一層厳しくなることが予想されます。 

 

４ これからの５年間（計画期間）において特に注視すべき事項 

  

（１）人手不足への対応 

交通に関わる多岐にわたる分野・職種において人手不足の影響が見られ、自動化・省力化、外

国人材の活用の進展も見られる中で、安全が損なわれることがないように、人材の質を確保し、安全

教育を徹底するなどの取組が必要です。 

 

（２）増加する外国人運転手等への対応 

経済の維持・発展のために外国人材の受入れが進み、また、在留外国人数及び訪日外国人数

は過去最高を記録しており、今後も更なる増加が予想されています。今後、日本の交通ルールを十分

に理解していない外国人の移動に伴う交通事故のリスクが高まらないよう対策を講ずることが重要で

す。 

 

（３）先進技術導入への対応 

衝突被害軽減ブレーキをはじめとした先進安全技術が普及・進展し、交通事故の減少への貢献が

見られます。また、保守点検など多様な場面における自動化への取組が進められています。先進技術

の導入に当たっては、ヒューマンエラーの防止を図り、また、人手不足の解決にも寄与することが期待さ

れますが、性能を過信・誤解することなく、正しく理解し、利用するよう広報啓発などを進めることが重

要です。 

 

（４）高まる安全への要請と交通安全 

自然災害の影響、インフラの老朽化、防犯、感染症など様々な安全への要請が高まる中にあって

も、確実に交通安全を図り、そのために、警察など多様な専門分野間で、一層柔軟に必要な連携を

していくことが重要です。 
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第３章 交通安全計画における目標 

１ 数値目標 

 ・年間の２４時間交通事故死者数ゼロを目指す。 

 ・令和１２年までに、年間の傷者数６０人以下を目指す。 

交通事故のない社会を実現することが究極の目標ですが、年間の２４時間死者数「ゼロ」にすること

を目標に、年間の傷者数を６０人以下にすることを目指します。 

本計画における最優先の目標は死者数ゼロですが、今後の交通安全対策を実施するに当たり、交

通事故そのものの減少や傷者数の減少にも一層積極的に取り組み、死傷者数を確実に減少させるこ

とを目指すものとします。 

なお、傷者数の数値目標については、第１１次計画の最終年である令和７年の傷者数が５１人と

なっているものの、当該計画期間の平均値が６４人であることから、この数値を参考に設定しました。 

 

２ 目標達成のための重点課題 

近年、交通事故の発生件数及び死傷者数は減少傾向にありますが、この要因は、これまでの交通

安全計画に基づいて実施してきた対策が一定の効果を上げているものと考えます。このため、今後の交

通安全対策は、これまでのものを基本として、社会経済や交通情勢の変化、さらには実際に発生した交

通事故に関する原因に早急に対応できる、効果的な対策への改善を図る必要があります。 

 

（１）高齢者、障がい者及びこどもの安全確保 

今後も本町においては少子高齢化の進展が想定されることから、高齢者、障がい者及びこどもが

安全に安心して外出や移動ができるような交通社会の形成が必要です。 

そのためには、高齢者の生活の多様化を踏まえて、きめ細かく総合的な交通安全対策を推進する

必要があり、高齢者の道路利用の視点に基づいた対策を図ることが必要です。 

 

ア 歩行や自転車利用の場合は、歩道や生活道路の整備、高齢者が日常的に利用する機会の

多い医療機関や福祉施設などと連携した交通安全教育の実施や、高齢者の事故が居住地の近

くで発生することが多いことから、生活に密着した交通安全運動を実施することが重要です。 
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イ 交通事故の抑止を図り、交通事故のない社会を実現するために、関係機関と連携しながら、先

端技術を搭載した自動車の普及啓発による高齢ドライバーの交通事故防止、また、運転に不安の

ある人の運転免許証を返納しやすい環境の整備や返納した後の移動の支援が必要です。 

また、障がい者やこどもを交通事故から守る対策も一層求められており、安全を確保する観点か

ら、通学路及び保育園などの散歩コースの点検を行い、誰もが利用しやすい歩道の整備を推進す

る必要があります。 

 

（２）歩行者及び自転車の安全確保 

ア 歩行者の安全確保 

安全で安心な社会の実現には、自動車と比べ弱い立場にある歩行者の安全を確保することが

必要不可欠であり、特に高齢者、障がい者、こどもにとって身近な道路の安全性を高めることがより

一層求められています。人優先の考えの下、通学路、市街地の幹線道路における歩道の整備によ

る歩行空間の確保など、歩行者の安全確保を図る対策を推進していく必要があります。 

また、信号機のない横断歩道において、運転者の歩行者優先義務を認識させるとともに、歩行

者に自らの安全を守るための交通行動を促すため、歩行者と運転者が「ハンドサイン」で意思疎通

を図り、相互の思いやりで歩行者事故抑止を図る「ハンドサインでストップ運動」を道民運動として

推進していることから、町としても広報啓発などの対策を推進します。 

 

イ 自転車の安全確保 

自転車は、自動車などに衝突された場合に被害を受ける反面、歩行者などに衝突した場合に

は加害者となるため、それぞれの対策を講ずる必要があります。 

自転車の安全利用を促進するためには、生活道路や市街地の幹線道路において、自動車や

歩行者と自転車利用者の共存を図ることができるよう、自転車の走行空間の確保を積極的に進

める必要があります。 

また、自転車の基本的なルールの周知徹底を図るとともに、自転車の点検・整備、損害賠償責

任保険などへの加入促進などの対策を推進するほか、自転車利用者による交通事故の防止につ

いての広報啓発などの対策を推進します。 
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（３）町民の交通事故防止意識の醸成 

交通事故は、いつ、どこで、誰が遭うのか予測できません。誰もがある日突然、被害者又は加害者

になるおそれがあります。 

行政や交通機関に関わる者を含め、全ての町民が交通事故の危険性を十分認識した上で、交

通事故のない社会を目指して、交通事故を起こさない、交通事故に遭わないという意識をより一層

醸成する必要があります。 

交通事故の発生場所や発生形態など事故特性に応じた対策を実施していくため、これまで以上に

町民に交通安全対策に関心を持ってもらい、安全・安心な交通社会の形成のために、自らの問題と

して積極的に参加してもらうなど、意識向上を図る必要があります。 
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第４章 講じようとする施策 

【施策体系】 

 

 施策 推進方策

 

１ 道路交通環境の整備

（１）人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

（２）交通安全施設等整備事業の推進 

（３）交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

（４）高齢者等の移動手段の確保・充実 

（５）総合的な駐車対策の推進 

（６）災害に備えた道路交通環境の整備

 

２ 交通安全教育の充実

（１）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

（２）効果的な交通安全教育の推進 

（３）交通安全に関する普及啓発活動の推進 

（４）交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

（５）町民の参加・協働の推進

 ３ 安全運転の確保 （１）運転免許証自主返納の推進

 
４ 車両の安全性の確保

（１）自動車の検査及び点検整備の充実 

（２）自転車の安全性の確保

 ５ 道路交通秩序の維持 （１）道路交通秩序の維持

 
６ 救助・救急活動の充実

（１）救助・救急体制の整備 

（２）救急関係機関の協力関係の確保

 ７ 交通事故被害者支援の充実と推進 （１）交通事故被害者支援の充実と推進

 
８ 冬季における道路交通の安全

（１）道路交通環境の整備 

（２）交通安全教育の充実
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１ 道路交通環境の整備 

道路交通環境の整備については、これまで幹線道路と生活道路の両面で対策を推進し、一定の事

故抑止効果を上げてきましたが、継続して歩行者の視点に立った対策を推進する必要があります。 

今後も交通量の増加が見込まれることから、高齢者、障がい者、こどもなどが安全で安心して外出で

きる交通社会の形成を図る観点で、通学路、市街地の幹線道路などにおいて歩道を計画的に整備す

るなど、安全・安心な歩行空間が確保された人優先の道路交通環境整備の拡大を図ります。 

 

（１）人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

ア 通学路における交通安全の確保 

学校、教育委員会、道路管理者、警察などの関係機関などが連携した通学路交通安全推

進会議による合同点検の実施や、道路交通実態に応じハード・ソフトの両面から必要な対策を推

進します。 

 

イ 高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間の確保 

高齢者や障がい者などを含めた全ての歩行者が、安全で快適な通行を確保するため、道路改

良事業などの中で歩行者のための道路づくりを目指します。また、自立した日常生活及び社会参

加を確保するため、視覚障がい者誘導用ブロックの設置など、誰もが利用しやすい歩道の整備を

推進します。 

   

ウ 生活道路における交通安全対策の推進 

生活道路においては、自動車と歩行者の交通事故を抑止するため、令和８年９月から生活

道路の法定速度が３０キロメートル毎時に引き下げられることとなりましたので、制度の周知を行い

ます。 

 

（２）交通安全施設等整備事業の推進 

ア 交通安全施設等の整備 

道路の新設・改良に当たっては、見やすい道路標識、安全面に配慮した防護柵などの交通安

全施設の整備を推進します。 

道路における危険を防止するため、特に交通事故が発生する危険性の高い箇所については、信

号機の新設、道路標識の高輝度化などの整備を関係機関に要請します。また、歩道などの整備、
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交差点改良をはじめ、防護柵、道路照明、視線誘導標及び注意看板などの設置を推進します。 

 

イ 効果的な交通規制の推進 

交通事故が発生する危険性が高い道路箇所、路線などについて、一時停止、最高速度制限、

追越禁止など、事故の発生を抑制する効果的な交通規制を公安委員会に要請します。 

 

ウ 重大事故の再発防止 

社会的に大きな影響を及ぼす重大事故が発生した際には、関係機関と協力して、速やかに当

該箇所の道路交通環境など事故発生の要因を調査するとともに、発生要因に即した対策を早急

に講ずることにより、重大事故の再発防止を図ります。 

 

（３）交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

ア 円滑で安全な道路交通環境の整備 

安全な道路交通環境の実現に当たっては、道路を円滑・快適に利用できることが必要であるこ

とから、分かりやすい道路標識などの整備を進めます。 

 

イ 道路の使用及び占用の適正化等 

道路管理者として、道路占用者の占用物件の維持管理や占用行為に関する意識の向上を

促し、道路の構造又は交通に支障を及ぼし、又は及ぼすこととなるおそれがないよう占用物件の維

持管理及び占用行為の適正化を図ります。 

   

ウ こどもの遊び場等の確保 

こどもの路上での遊戯などによる交通事故を防止するため、公園などの再整備を推進するととも

に、学校の校庭、体育施設などの活用を図ります。 

   

エ 道路法に基づく通行の禁止又は制限 

道路の構造又は交通に支障が及ぶことを防止するため、道路の破損、欠壊や台風などの異常

気象により交通が危険であり、かつ、緊急の必要がある場合及び道路に関する工事のためやむを

得ないと認められる場合は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４６条の規定に基づき、

通行の禁止又は制限を行い、迅速かつ的確に対処します。 
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（４）高齢者等の移動手段の確保・充実 

高齢者をはじめとする町民の移動手段を確保するため、市街地を循環するコミュニティバスの運行

や、農村部ではスクールバスの混乗利用及び農村部と市街地を結ぶ農村地域予約制乗合タクシー

の運行を行っています。 

今後も町民の交通手段の確保を図るため、公共交通の維持と利便性の向上に努めます。 

 

（５）総合的な駐車対策の推進 

ア 秩序ある駐車意識の推進 

良好な駐車秩序を確立するため、駐車禁止規制の実施、違法駐車の取締りを関係機関に要

請するとともに、積極的な広報・啓発活動などを推進します。 

 

イ 違法駐車排除気運の醸成 

違法駐車の解消及び自動車保管場所の確保などに関し、町民への広報・啓発活動を行うと

ともに、関係機関などと連携を図り、町民の理解と協力を得ながら違法駐車排除気運の醸成を

図ります。 

 

（６）災害に備えた道路交通環境の整備 

ア 災害に備えた道路の整備 

地震、豪雨・豪雪などの災害が発生した場合においても、安全で安心な生活を支える信頼性の

高い道路網を確保するため、防災対策を推進します。 

 

イ 災害発生時における交通規制等 

災害発生時は、道路の被災状況や交通状況を迅速かつ的確に収集・分析し、災害に伴う混

乱を最小限に抑えるよう「音更町地域防災計画」に基づき交通規制を実施します。 

 

２ 交通安全教育の充実 

交通安全教育は、人々が自他の生命尊重という理念の下、交通社会の一員としての責任を自覚し、

交通安全意識と交通マナーの向上に努め、相手の立場を尊重し、他の人々や地域の安全にも貢献で

きる社会人を育てる上で重要な意義があります。 

交通安全意識を向上させ、交通マナーを身に付けるためには、人の成長過程に合わせ、生涯にわたる



18

学習を促進し、町民一人ひとりが交通安全の確保を自らの課題として捉えるよう意識の醸成を促すこと

が重要です。また、人優先の交通安全思想の下、高齢者、障がい者などの交通弱者に関する知識や

思いやりの心を育むとともに、交通事故を起こさない意識を育てることが重要です。 

このためには、交通安全教育指針（平成１０年国家公安委員会告示第１５号）などに沿って、

幼児から成人に至るまで、心身の発達段階やライフステージに応じた段階的かつ体系的な交通安全教

育を行う必要があります。 

また、高齢化社会が進展する中で、高齢者自身の交通安全意識の向上を図るとともに、他の世代

が高齢者の特性を知り、高齢者を保護し、高齢者に配慮する意識を高めるための啓発指導を強化しま

す。 

さらに、自転車を使用することが多い小学生、中学生及び高校生に対しては、自転車運転者講習

制度の施行を踏まえ、自転車利用に関する道路交通の基礎知識、交通安全意識及び交通マナーに

関する指導を強化します。 

交通安全教育・普及啓発活動を行うに当たっては、参加・体験・実践型の教育方法を積極的に取

り入れ、行政、警察、学校、関係団体、地域社会及び家庭がそれぞれの役割を担い、互いに連携を密

にしながら地域ぐるみの活動を推進します。 

 

（１）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

ア 幼児に対する交通安全教育の推進 

幼児に対しては、心身の発達段階に応じて、身近な生活における基本的な交通安全ルールを

理解させ、決まりを守り、安全に行動できる習慣を身に付けられるようにするため、交通安全教室

では歌、紙芝居、視聴覚教材などを利用し、分かりやすい指導に努めます。 

また、幼児の成長に影響力が大きい保護者に対しても、交通安全こぐまクラブなどの活動を通し

て、日常生活の中で親がこどもに繰り返し交通ルールを教えることの大切さを認識してもらうよう努め

ます。 

 

イ 小学生に対する交通安全教育の推進 

小学生に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な技能と知識を習得させるとともに、

道路・交通の状況に応じて危険を回避し、安全に通行する意識と能力を高めるため、交通安全

教室の開催など、様々な機会を通じて交通安全教育の推進に努めます。 
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ウ 中学生に対する交通安全教育の推進 

中学生に対しては、自転車で安全に道路を通行するための必要な技能・知識を習得させるとと

もに、道路を通行する場合は思いやりを持って、自己の安全ばかりでなく、他の人々の安全にも配

慮できるよう PTA や関係団体と連携して、交通安全教育の推進に努めます。 

 

エ 高校生に対する交通安全教育の推進 

高校生に対しては、自転車の安全な利用、危険の予測と回避、運転者の責任、応急手当な

どに関する知識を身に付けるとともに、生徒の多くが、近い将来、自動車の運転免許などを取得す

ることが予想されることから、免許取得前の教育性を重視した交通安全教育を推進します。 

 

オ 成人に対する交通安全教育の推進 

成人に対する免許取得後の運転者教育としては、社会的責任の自覚、安全運転に必要な知

識及び技術、交通事故被害者の心情など交通事故の悲惨さの理解、交通安全意識・交通マナ

ーの向上を図ります。また、速度超過・飲酒運転など重大事故に直結する危険運転の防止を重

点にした交通安全教育の推進に努めます。 

 

カ 高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者に対しては、加齢に伴う身体機能の変化が歩行者又は運転者としての判断力・操作

力・行動力に及ぼす影響を理解して、安全に生活するために必要な実践的技能及び知識を習得

させるため、高齢者交通安全教室や地域の老人クラブなどを通して、交通安全教育の推進に努め

ます。 

特に、高齢者が道路を横断する際の交通事故を防ぐために、適切な指導と反射材などの交通

安全用品の普及に努めます。 

 

キ 障がい者に対する交通安全教育の推進 

障がい者に対しては、交通事故に遭う不安や危険を解消するため、各種福祉活動の場を利用

して、安全に道路を通行するために必要な技能及び知識の普及に努めます。 

   

ク  外国人に対する交通安全教育の推進 

関係機関・団体と連携し、交通ルールに関する知識の普及による交通事故防止を目的とした

交通安全教育を推進します。 



20

（２）効果的な交通安全教育の推進 

交通安全教育に当たっては、受講者が安全に道路を通行するために必要な技能及び知識を習得

し、かつ、その必要性を理解できるようにするため、参加・体験・実践型の教育方法を積極的に活用

します。 

交通安全教育を行う機関・団体は、交通安全教育に関する情報を共有し、他の関係機関・団

体の求めに応じて交通安全教育に用いる資機材の貸与、講師の派遣及び情報の提供を行うなど相

互の連携を図りながら交通安全教育を推進します。 

 

（３）交通安全に関する普及啓発活動の推進 

ア 交通安全運動の推進 

町民一人ひとりに広く交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と交通マナーの実

践を習慣化するとともに、町民による道路交通環境の改善に向けた取組を推進するための運動と

して、関係機関・団体などと連携した交通安全運動を組織的・継続的に展開します。 

交通安全運動の重点としては、こどもや高齢者の交通事故防止をはじめ、スピードダウンによる

安全運転、後部座席を含めた全てのシートベルトの着用及びチャイルドシートの正しい使用の徹底、

飲酒運転の根絶、夜間や夕暮れ時における交通事故防止など、効果的な運動を実施します。 

交通安全運動の実施に当たっては、事前に運動の趣旨、実施期間、運動の重点、実施計画

などを広く町民に周知することにより、町民参加型の運動の充実を図り、町民が運動の主体者とし

て展開されるよう努めます。 

さらに、参加・体験・実践型の交通安全教室を開催し、交通事故を身近なものとして意識させ

る交通安全活動を推進します。 

 

イ 自転車の安全利用の推進 

自転車が道路を通行する場合は、車両としてのルールを遵守し、交通マナーを実践しなければな

らないことへの理解が必要です。 

自転車利用者の交通事故防止や自転車の安全利用を促進するため、歩行者や他の車両に

配慮した通行など、自転車の正しい乗り方に関する普及啓発の強化を図ります。特に、令和 8 年

4 月から自転車にも交通反則通告制度（いわゆる「青切符」）が施行されたことを踏まえ、自転

車の歩道通行時におけるルールや、スマートフォンなどの操作や画面を注視しながらの乗車、イヤホン

などを使用して安全な運転に必要な音が聞こえない状態での乗車などの違反内容や罰則の周知・

徹底を図ります。 
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自転車は、歩行者と衝突した場合には加害者となる側面も有しているため、損害賠償責任保

険などへの加入を促進するとともに、夕暮れの時間帯にかけて事故が多発する傾向にあることを踏

まえ、自転車のライト点灯を徹底し、自転車の側面などへの反射材の取付けを促進します。 

また、幼児・児童の保護者に対して、自転車乗車時の頭部保護の重要性とヘルメット着用によ

る被害軽減についての理解促進に努め、着用の徹底を図るほか、その他の年齢層の自転車利用

者に対しても、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）により努力義務となっていることも

踏まえ、ヘルメット着用を促進します。 

 

ウ 飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動の推進 

北海道飲酒運転の根絶に関する条例（平成２７年北海道条例第５３号）に基づき、「飲

酒運転をしない、させない、許さない」という町民の規範意識の定着を図るため、関係機関・団体と

連携し、飲酒運転の危険性について交通安全教育を推進するほか、酒類販売業者などと連携し、

ハンドルキーパー運動の普及啓発に努めるとともに、飲酒運転の根絶に向け積極的な啓発活動を

展開します。 

 

エ 後部座席を含めた全ての座席等におけるシートベルトの正しい着用の徹底 

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、後部座席を含めた全ての座

席における着用の徹底を図るため、関係機関・団体などとの連携の下、積極的に普及啓発活動

を展開します。 

 

オ 児童を含むチャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法について、着用推進シンボルマークなどを活用し、

幼稚園・保育園などと連携して保護者に対する効果的な普及啓発活動に努め、正しい使用の徹

底を図ります。 

また、６歳以上であっても、体格などの状況により、シートベルトを適切に着用させることができな

い場合には、チャイルドシートを使用させることが望ましいことなどについても、併せて普及啓発活動に

努めます。 

 

カ 反射材用品等の普及促進 

夕暮れ時から夜間における視認性を高め、歩行者及び自転車利用者の事故防止に効果が期

待できる反射材用品などの普及を図るため、各種広報媒体を活用して積極的な広報啓発を推
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進するとともに、各種交通安全事業の際にこれらを配布します。 

 

キ 効果的な広報活動の実施 

交通安全に関する広報活動については、広報紙、新聞、インターネットなどの広報媒体を活用し、

交通事故の実態や日常生活を踏まえた内容など、具体的で訴求力の高い内容で重点的かつ集

中的に実施し、実効性の高い広報活動に努めます。 

交通安全活動の推進には家庭の役割が極めて大きいことから、広報紙や啓発チラシなどを活用

し、町内会などを通じて家庭に浸透させるきめ細かな広報啓発活動を充実させます。これにより、高

齢者の交通事故防止、スピードダウンによる安全運転、後部座席を含めた全ての座席におけるシー

トベルトの正しい着用及びチャイルドシートの正しい使用の徹底、飲酒運転の根絶、違法駐車の解

消、自動車・自転車の運転中や歩きながらのスマートフォンの使用禁止など、交通ルール遵守の周

知を図ります。 

また、民間団体の交通安全に関する広報活動を援助するため、交通安全に関する資料、情報

などの提供を積極的に行います。 

 

ク その他の普及啓発活動の推進 

高齢者の交通事故防止に関する町民の意識を高めるため、他の年齢層に対して、高齢者の歩

行や自転車利用時の行動特性、高齢運転者標識（高齢者マーク）を取り付けた自動車の保

護への理解を高めるよう努めます。 

夕暮れの時間帯にかけて事故が多発する傾向にあることから、事故の主原因となっている最高

速度違反、飲酒運転などによる事故実態・危険性を広く周知し、これらの違反防止に向けた啓発

活動を推進します。 

昼間における自動車などの運行時には前照灯を点灯するデイ・ライト運動を推進して、運転者

自らの交通安全意識を高め、他者への交通安全の呼び掛けを図ることで、交通安全を願う心の

輪を広げるとともに、車両の存在、位置などを相手に認識させ、交通事故の防止を図ります。 

また、関係団体との連携の下、赤色灯回転啓発を実施するほか、町民や各事業所などの参加

による旗波街頭啓発など各種指導活動を強化します。 

 

（４）交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

交通安全協会をはじめ、交通安全を目的とする民間団体については、交通安全指導者の養成な

どの事業や諸行事に対する援助のほか、交通安全に必要な資料を提供するなど、その主体的な活
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動を促進します。また、それぞれの立場に応じた交通安全活動が効果的かつ積極的に行われるよう、

関係団体相互の連絡調整を行うなど、町民挙げての交通安全運動を推進します。 

 

（５）町民の参加・協働の推進 

交通安全は、町民の意識により支えられることから、町民自らが交通安全に関する意識を醸成す

ることが重要です。また、交通安全思想の普及に当たっては、行政、民間団体、企業などと町民が連

携を密にした上で、それぞれの地域における実情に即した町民の参加・協働型の活動を積極的に推

進します。 

 

３ 安全運転の確保 

安全運転を確保するためには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要です。このため、運転

者のみならず、これから運転免許を取得しようとする人までを含めた運転者教育などの充実、特に、今後

も増加が予想される高齢運転者に対する安全運転教育などの充実を図ります。 

また、運転に不安のある免許証保有者に対しては、返納しやすい環境の整備を図ります。 

さらに、今後の自動車運送事業の変化を見据え、企業、事業所などが交通安全に果たすべき役割

と責任を重視した活動を拡充するため、それぞれが自主的に行う安全運転管理対策をはじめ、交通労

働災害の防止などを図るための取組を支援します。 

 

（１）運転免許証自主返納の推進 

運転免許証の自主返納は、加齢などで運転に不安のある免許保有者が、運転免許試験場又は

警察署のいずれかで手続を行うこととなっていることから、希望者が返納しやすい環境を整備するため、

帯広警察署と連携した「出張窓口」の充実を図ります。 

また、免許返納者を含めた町民の交通手段の確保を図るため、公共交通の維持と利便性の向

上に努めます。 
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４ 車両の安全性の確保 

衝突被害軽減ブレーキをはじめとした自動車に関する技術の進歩は目覚ましく、車両の安全対策とし

て効果が期待できる範囲は確実に拡大しています。このような中で使用者による安全な自動車の選択を

促進するため、自動車の安全性に関する情報提供などを適切に実施します。 

また、交通事故発生時の原因解明に役立つ、ドライブレコーダーなどの安全運転の確保に資する車載

機器の普及促進に努めます。 

 

（１）自動車の検査及び点検整備の充実 

道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）に基づく自動車検査の確実な実施を図り、不

正改造車等整備不良車両の追放を推進します。 

また、車両故障に起因する事故を防止するため、自動車使用者の保守管理意識を高め、点検整備

の励行を図ります。 

 

（２）自転車の安全性の確保 

自転車と歩行者の接触事故により、死亡や重篤な障がいが残るといった重大事故の発生が全国

的に問題となっており、自転車利用者が定期的に点検整備や正しい利用方法などの指導を受ける

気運を醸成するとともに、近年、自転車が加害者となる事故に関し、高額な賠償額となるケースもあ

ることから、自転車を安全に利用する意識の啓発を図るとともに、被害者の救済に資するため、損害

賠償責任保険などの周知に努めます。 

 

５ 道路交通秩序の維持 

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締りなどを通じ、道路交通秩序の

維持を図る必要があります。交通事故の実態などを的確に調査分析し、死亡事故等重大事故に直結

する悪質性、危険性の高い違反行為に重点を置いた交通指導取締りを関係機関に要請します。 
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６ 救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り、被害を最小限にとどめるため、救急医療、消防などの救急関

係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保し、救助・救急体制及び救急医療体制の整備を図りま

す。特に、救急現場などにおける応急手当の普及を推進します。 

 

（１）救助・救急体制の整備 

ア 救助体制の整備・拡充 

交通事故に起因する救助活動の増大及び事故の種類・内容の複雑多様化に対処するため、

救助体制の整備・拡充を推進します。 

 

イ 心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進 

事故現場に居合わせた人（バイスタンダー）が施す応急手当により、救命効果の向上が期待

できることから、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含めた応急手当の知識や実技を広く

一般に普及する必要があります。このためには、消防機関、医療機関、民間団体などの関係機関

における指導資料の作成・配布、講習会の開催などを促進するとともに、広報啓発活動を積極的

に推進します。 

 

ウ 救急救命士の養成・配置等の促進 

救急現場及び搬送途上における応急処置（プレホスピタルケア）の充実のため、救急救命士

の養成・配置などの促進に努めます。 

 

エ 救助・救急資機材の整備の推進 

救助・救急資機材の整備をはじめ、救急救命士などがより高度な救急救命処置を行うことがで

きるよう、高規格救急車の配備、高度救命処置用資機材などの整備を推進します。 

 

オ 救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急の事象に対応できる隊員の知識、技術などの向上を図るため、教

育訓練を充実します。 
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カ 緊急脱出用品の普及促進 

事故が発生した際、車内に閉じ込められた人が脱出するためのシートベルトカッターや緊急脱出ハ

ンマーなどの効果を周知し、常備の普及促進に努めます。 

 

（２）救急関係機関の協力関係の確保 

負傷者の迅速かつ円滑な収容のため、救急医療、消防などの救急関係機関における緊密な連

携・協力関係の確保を図ります。 

 

７ 交通事故被害者支援の充実と推進 

交通事故被害者は、多大な肉体的、精神的及び経済的打撃を受け、時にはかけがえのない生命を

奪われたりするなど大きな不幸に見舞われており、これを支援することは極めて重要です。犯罪被害者等

基本法（平成１６年法律第１６１号）などを基に、情報提供の充実を図り、被害者支援を推進し

ます。 

また、自動車事故による被害者の救済対策の中核的役割を果たしている自動車損害賠償保障制

度について、広報活動などを通じて自動車損害賠償責任保険（共済）の期限切れに注意が必要で

あることを広く周知し、無保険（無共済）車両を走行させないよう努めます。 

  

８ 冬季における道路交通の安全 

本町は、１年間の約３分の１が雪に覆われる積雪寒冷地であり、冬季は吹雪による視程障害、積

雪による道路の幅員減少、路面凍結による交通渋滞やスリップ事故、歩行中の転倒事故など、交通

の面からも大きな影響を受けます。 

また、積雪による歩道幅員の減少などからも、冬季における歩行空間の確保に関する町民のニーズは

大きく、安全に利用できる歩行空間の確保に向けた施策に取り組む必要があることから、町民の理解と

協力の下、通年施策に加え、次に掲げる冬季の交通安全に関する諸施策を総合的かつ効果的に推

進します。 
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（１）道路交通環境の整備 

冬季は、路面や気象など交通環境が通常とは大きく異なることから、冬季交通の特性に対応した

道路交通環境整備を図ります。 

ア 人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

冬季の歩行者の安全・安心な通行のため、除雪などによる歩行空間の確保に努めます。特に、

中心市街地や公共施設周辺、通学路など安全で快適な歩行空間の確保が必要な箇所におい

ては、きめ細かな歩道の除雪に努めます。 

 

イ 道路改良による道路交通環境の整備 

安全かつ円滑な道路交通を確保するため、道路の新設・改良に当たっては、坂道などにおける

急勾配箇所の解消に努めるとともに、交通安全施設などの整備を図ります。 

 

ウ 円滑で安全な冬季道路交通環境の整備 

冬季における円滑・快適で安全な交通を確保し、良好な道路環境を維持するため、きめ細かな

道路除排雪を実施するほか、交差点や坂道を中心として凍結防止剤や焼砂を効果的に散布す

るなど、冬季路面管理の充実に努めます。 

また、市街地においては、交差点周辺を中心に、除排雪による見通しの確保に努めるとともに、

町民が自主的に行う除排雪活動を積極的に支援します。 

 

（２）交通安全教育の充実 

冬季における道路交通は、路面や気象など交通環境が四季の中でも大きく異なり、路面の凍結、

堆雪や積雪による幅員減少、降雪や地吹雪による視界不良などの悪条件が重なることから、交通

安全意識と交通マナーの向上に加え、冬季交通特有の技能と知識の習得が重要です。 

このため、冬道の交通安全に関する広報紙への掲載、パンフレットの配布などによる広報啓発を行

うとともに、積雪・凍結路面などにおける運転に必要な技能と知識の習得に向けた支援に努めます。

また、早めのスタッドレスタイヤの履き替えや摩耗によるタイヤ交換など、冬季における車両管理につい

ても啓発します。 
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音更町における交通安全対策の推進体制 

 

音更町における交通安全に関する施策を総合的に作成し実施するための交通安全対策の推進体制

は、次のとおりです。 

 

１ 音更町交通安全運動推進委員会 

 

根 拠  音更町附属機関設置条例・音更町交通安全運動推進委員会規則 

目 的  音更町における交通安全を図ることを目的とする。 

組 織  委員は、学識経験者、関係諸団体の役職員及び関係行政職員のうちから町長が委嘱する。 

活動内容 交通規制実施・要望事項、町交通安全対策事業予算の報告及び交通安全運動推進方

針の検討を行う。 

 

 

２ 音更町交通安全指導員 

 

根 拠  音更町交通安全指導員及び音更町児童交通安全指導員事業実施要綱 

目 的  交通安全運動の常時啓発等のため、音更町・音更町交通安全運動推進委員会と一体と

なり活動し、交通安全運動の効果を期することを目的とする。 

組 織  交通安全指導員及び児童交通安全指導員は、町が業務を委託する。 

活動内容  

（１）交通安全指導員 

ア 地域、職域その他の団体等に、交通安全意識の普及と向上を図ること。 

イ 町主催行事等において、町の要請に基づき歩行者等の安全を確保すること。 

ウ 毎月１日、10 日及び 15 日並びに各交通安全運動期間に街頭指導を行うこと。 

エ その他交通安全運動の推進に関し、必要なこと。 
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（２）児童交通安全指導員 

ア 地域、職域その他の団体等に、交通安全意識の普及と向上を図ること。 

イ 学童等の登下校時における交通指導と保護誘導を行うこと。 

ウ 町主催行事等において、町の要請に基づき歩行者等の安全を確保すること。 

エ その他交通安全運動の推進に関し、必要なこと。 

 

 

３ 音更町交通安全協会（民間団体） 

 

沿 革  昭和３１年４月１日発足 

目 的  道路交通法の目的に基づき、道路における危険を防止し、交通事故防止と交通の円滑を

期するため、一般住民、運転者、及び雇用主に対し、交通道徳の高揚と遵法精神の普及に

努め、交通安全を確保することを目的とする。 

組 織  一般会員 町内に居住する町民 

       特別会員 事業所、団体、公共団体、官公庁等で本会の趣旨に賛同する者 

活動内容 （１）交通安全対策に関すること。 

（２）交通法令の周知徹底に関すること。 

（３）交通に関する知識、技術、設備の研究、調査指導に関すること。 

（４）交通道徳及び遵法精神の高揚に関すること。 

（５）運転者、雇用主及び一般住民に対する指導に関すること。 

（６）交通関係者、従業員及び交通功労者の表彰に関すること。 

（７）その他、本会の目的達成に必要と認められること。 
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４ 音更町老人クラブ交通安全推進員 

 

沿 革  平成２０年４月１日施行 

根 拠  音更町老人クラブ交通安全推進員に関する要領 

目 的  高齢者を交通事故から守るため、高齢者自らの交通安全意識を高め、自らを守り 

    高齢者の交通事故抑止を図ることを目的とする。 

組 織  推進員は、交通安全活動を理解する健康であり、各老人クラブから推薦され、老人 

クラブ連合会が認めた者を音更町と帯広警察署が協議決定し、依頼する。 

活動内容  （１）道路の渡り方、自転車の乗り方や走行など正しい交通マナーの実践及びクラブ員への

情報提供、意識啓発に関すること。 

（２）クラブ内の交通安全研修会、映画会の開催に関すること。 

（３）事故抑止に効果的な服装の着用促進及び夜光反射材の配布に関すること。 

（４）スピードダウン、シートベルト着用及びデイライト運動に関すること。 

 

 

そのほか、各事業所、町内会、教育機関などで交通安全に関わる自主的な活動が行われており、地

域住民が一体となって取り組み、町民一人ひとりの交通安全に対する意識を高揚すべく、運動が展開さ

れています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


